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計算書類に対する注記（法人全体用） 
 
１ 重要な会計方針 
（１） 固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 
当法人は、定額法による減価償却を実施している。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
当法人は、定額法による減価償却を実施している。 

（２） 徴収不能引当金の計上基準 
当法人は、債権の徴収不能による損失に備えるため、一般債権について徴収不能実

積率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。 
（３） 賞与引当金の計上基準 

当法人は、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額の

うち、当年度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。 
（４） 退職給付引当金の計上基準 

① 独立行政法人福祉医療機構（以下、「福祉医療機構」という。）の退職共済制度加入

者に対する退職給付引当金 
当法人は、毎期規約に基づき掛金として支払った金額を退職給付費用及び退職給付

支出に計上しており、支払額と費用計上額を調整するための引当金を計上していない。 
② 一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会（以下、「大阪社会福祉事業従事者

共済会」という。）の退職共済制度加入者に対する退職給付引当金 
当法人は、期末在籍者に係る掛金累計額を退職給付引当資産に計上すると共に、同

額を退職給付引当金に計上している。 
（５） 国庫補助金等特別積立金の設定と取崩について 

当法人は、「社会福祉法人会計基準」（平成 28 年 3 月 31 日厚生労働省令第 79 号、

最終改正令和 3 年 11 月 12 日厚生労働省令第 176 号、以下「会計基準省令」という。）

に基づき、施設・設備整備に対して国庫補助金等の交付を受けている場合には、当該

資産部分に相当する金額を国庫補助金等特別積立金として純資産の部に計上し、当該

資産部分の費用化に伴い、取崩を実施している。 
（６） 消費税の取扱い 

当法人は、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。 
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２ 重要な会計方針の変更 
該当する事項はない。 

 
３ 法人で採用する退職給付制度 

当法人は、職員(注)の退職金の支給に備えるため、「大阪社会福祉事業従事者共済会」の

定款第 4 条第 1 号に基づく退職共済制度に加入している。 
また、平成 18 年 3 月 31 日以前から在籍する者については「福祉医療機構」が運営す

る社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づく退職手当共済制度に加入している。 
（注）就業規則第 3 条第 1 項第 1 号に定める「常勤職員」 

 
４ 法人が作成する計算書類並びに拠点区分及びサービス区分 

当法人は、（４）に記載する主として社会福祉事業を実施する拠点区分のみを運営して

いるため、（１）から（３）に記す計算書類を作成するものである。 
（１） 法人単位計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一

様式） 
（２） 社会福祉事業区分における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第

二号第三様式、第三号第三様式） 
（３） 拠点区分の計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第

四様式） 
（４） 当法人が運営する社会福祉事業区分における各拠点区分と当該拠点区分において

実施するサービス区分の内容 
イ．法人本部拠点区分（社会福祉事業区分） 
ロ．特別養護老人ホーム錦織荘拠点区分（社会福祉事業区分） 

「 特別養護老人ホーム錦織荘（従来型） 」 
「 特別養護老人ホーム錦織荘（ユニット型） 」 
「 錦織荘短期入所生活介護 」 
「 錦織荘通所介護 」 
「 錦織荘訪問介護 」 
「 錦織荘居宅介護支援事業 」（公益事業） 
「 錦織荘老人介護支援センター 」 
「 支援相談事業 錦織荘 」 
「 診療所 」（公益事業） 
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ハ．ケアセンターNishiki 拠点区分（社会福祉事業区分） 
「 Nishiki 短期入所生活介護 」 
「 Nishiki 通所介護 」 
「 Nishiki 居宅介護支援事業 」（公益事業） 
「 サービス付き高齢者向け住宅事業 」（公益事業） 

 
５ 基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 
（単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
土地 777,349,115 0 0 777,349,115 
建物 1,431,844,575 0 85,342,712 1,346,501,863 

合計 2,209,193,690 0 85,342,712 2,123,850,978 

 
６ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 
  該当する事項はない。 

 
７ 担保に供している資産 

担保に供されている資産は以下のとおりである。 

土地（基本財産） 777,349,115 円 

建物（基本財産） 1,346,501,863 円 

計 2,123,850,978 円 

 

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。 

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）   811,767,583 円 

計 811,767,583 円 
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８ 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 
有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

（単位：円） 
 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 
建物（基本財産） 3,168,372,625 1,821,870,762 1,346,501,863 
構築物 38,161,126 24,173,377 13,987,749 
車輌運搬具 34,685,683 30,531,358 4,154,325 
器具及び備品 344,091,186 322,235,041 21,856,145 

合計 3,585,310,620 2,198,810,538 1,386,500,082 
 
９ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。 
（単位：円） 

 債権額 
徴収不能引当金 

の当期末残高 
債権の当期末残高 

事業未収金 107,080,114 0 107,080,114 
未収金 155,400 0 155,400 

合計 107,235,514 0 107,235,514 
 
１０ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当する事項はない。 
 

１１ 関連当事者との取引の内容 
該当する事項はない。 
 

１２ 重要な偶発債務 
該当する事項はない。 

 
１３ 重要な後発事象 

該当する事項はない。 
 

１４ 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 
該当する事項はない。 
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１５ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産

の状態を明らかにするために必要な事項 
（１）前払費用の内訳 

前払費用について支払資金の範囲に含まれるものと、一年基準により長期前払費用か

ら振り替えられたものの内訳は以下の通りである。 

 当年度末  前年度末 

① 支払資金の範囲に含まれる前払費用 0 円  111,002 円 

② 長期前払費用からの振替額 2,661,189 円  2,701,469 円 

貸借対照表計上額 2,661,189 円  2,812,471 円 

 
（２）設備資金借入金の返済猶予 

以下の設備資金借入金について返済猶予中である。 

①独立行政法人福祉医療機構の元利金（返済猶予開始月 令和 2年 5月） 

特別養護老人ホーム錦織荘拠点区分   借入金残高 100,000,000 円 

ケアセンターNishiki 拠点区分     借入金残高 224,010,000 円 
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計算書類に対する注記（法人本部拠点区分用）
令和 5年  3月 31 日現在

法人名 ：社会福祉法人　富美和会 1頁

１．重要な会計方針

（１）消費税の取扱い

　　　　当拠点区分は、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。

２．重要な会計方針の変更

　該当する事項はない。

３．採用する退職給付制度

　該当する事項はない。

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりである。

（１）法人本部拠点区分計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

（２）当拠点区分において、サービス区分は一つであるため「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理

　　　等に関する運用上の取扱いについて」（平成28年 3月31日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会

　　　・援護局長、老健局長通知、雇児発0331第15号・社援発0331第39号・老発0331第45号、最終改正令和

　　　３年11月12日子発1112第１号・社援発1112第３号・老発1112第１号、以下「運用上の取扱い通知」と

　　　いう。）26(2)ウの規定に基づき、拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))の作成は省略している。

（３）当拠点区分において、サービス区分は一つであるため「運用上の取扱い通知」26(2)ウの規定に基づ

　　　き、拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　該当する事項はない。

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当する事項はない。

７．担保に供している資産

　該当する事項はない。

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　該当する事項はない。

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　該当する事項はない。

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当する事項はない。

１１．重要な後発事象

　該当する事項はない。

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項
　該当する事項はない。
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計算書類に対する注記（特別養護老人ホーム錦織荘拠点区分用）
令和 5年  3月 31 日現在

法人名 ：社会福祉法人　富美和会 1頁

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法による減価償却を実施している。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法による減価償却を実施している。

（２）徴収不能引当金の計上基準

　　　　当拠点区分において、債権の徴収不能による損失に備えるため、一般債権について徴収不能実績率

　　　により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。

（３）賞与引当金の計上基準

　　　　当拠点区分において、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のうち

　　　当年度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。

（４）退職給付引当金の計上基準

　　①独立行政法人福祉医療機構（以下、「福祉医療機構」という。）の退職共済制度加入者に対する退職

　　　給付引当金

　　　　当拠点区分は、毎期規約に基づき掛金として支払った金額を退職給付費用及び退職給付支出に計上

　　　しており、支払額と費用計上額を調整するための引当金を計上していない。

　　②一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会 （以下、「大阪社会福祉事業従事者共済会」とい

　　　う。）の退職共済制度加入者に対する退職給付引当金

　　　　当拠点区分は、期末在籍者に係る掛金累計額を退職給付引当資産に計上すると共に、同額を退職給

　　　付引当金に計上している。

（５）国庫補助金等特別積立金の設定と取崩について

　　　　当拠点区分において、「社会福祉法人会計基準」（平成28年 3月31日厚生労働省令第79号、最終改

　　　正令和３年11月12日厚生労働省令第176号、以下「会計基準省令」という。）に基づき、施設・設備

　　　整備に対して国庫補助金等の交付を受けている場合には、当該資産部分に相当する金額を国庫補助金

　　　等特別積立金として純資産の部に計上し、当該資産部分の費用化に伴い、取崩を実施している。

（６）消費税の取扱い

　　　　当拠点区分は、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。

２．重要な会計方針の変更

　該当する事項はない。

３．採用する退職給付制度

　当拠点区分は、職員(注)の退職金の支給に備えるため、「大阪社会福祉事業従事者共済会」の定款第４条

第１号に基づき運営する退職共済制度に加入している。

　また、平成18年 3月31日以前から在籍する者については「福祉医療機構」が運営する社会福祉施設職員等

退職手当共済法に基づく退職手当共済制度に加入している。

　　　(注)就業規則第3条第1項第1号に定める「常勤職員」
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法人名 ：社会福祉法人　富美和会 2頁

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりである。

（１）特別養護老人ホーム錦織荘拠点区分計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三

　　　号第四様式)

（２）拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))

　　ア．特別養護老人ホーム錦織荘（従来型）

　　イ．特別養護老人ホーム錦織荘（ユニット型）

　　ウ．錦織荘短期入所生活介護

　　エ．錦織荘通所介護

　　オ．錦織荘訪問介護

　　カ．錦織荘居宅介護支援

　　キ．錦織荘老人介護支援センター

　　ク．錦織荘支援相談事業

　　ケ．診療所

（３）「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」（平成28年 3月

　　　31日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長通知、雇児発0331第15号・社援

　　　発0331第39号・老発0331第45号、最終改正令和３年11月12日子発1112第１号・社援発1112第３号・老

　　　発1112第１号、以下「運用上の取扱い通知」という。）26(2)ウの規定に基づき、拠点区分資金収支

　　　明細書(別紙３(⑩))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 561,049,115 0 0 561,049,115

建物 549,920,453 0 26,975,178 522,945,275

         合  計 1,110,969,568 0 26,975,178 1,083,994,390

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当する事項はない。

７．担保に供している資産

　担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 561,049,115円

建物（基本財産） 522,945,275円

                             計 1,083,994,390円

　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 100,000,000円

                             計 100,000,000円

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,848,087,724 1,325,142,449 522,945,275

構築物 2,150,000 2,149,997 3

車輌運搬具 25,580,729 21,449,120 4,131,609

器具及び備品 171,960,595 159,772,467 12,188,128

         合  計 2,047,779,048 1,508,514,033 539,265,015
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９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 85,823,847 0 85,823,847

未収金 89,450 0 89,450

         合  計 85,913,297 0 85,913,297

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当する事項はない。

１１．重要な後発事象

　該当する事項はない。

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項
（１）前払費用の内訳

　　　　前払費用について支払資金の範囲に含まれるものと、一年基準により長期前払費用から振り替えら

　　　れたものの内訳は以下の通りである。

(単位：円)

当年度末 前年度末

支払資金の範囲に含まれる前払費用 0 82,447

長期前払費用からの振替額 1,587,193 1,604,921

　　　　　　　貸借対照表計上額 1,587,193 1,687,368
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１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法による減価償却を実施している。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法による減価償却を実施している。

（２）徴収不能引当金の計上基準

　　　　当拠点区分において、債権の徴収不能による損失に備えるため、一般債権について徴収不能実績率

　　　により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。

（３）賞与引当金の計上基準

　　　　当拠点区分において、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のうち

　　　当年度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。

（４）退職給付引当金の計上基準

　　①独立行政法人福祉医療機構（以下、「福祉医療機構」という。）の退職共済制度加入者に対する退職

　　　給付引当金

　　　　当拠点区分は、毎期規約に基づき掛金として支払った金額を退職給付費用及び退職給付支出に計上

　　　しており、支払額と費用計上額を調整するための引当金を計上していない。

　　②一般財団法人大阪民間社会福祉事業従事者共済会 （以下、「大阪社会福祉事業従事者共済会」とい

　　　う。）の退職共済制度加入者に対する退職給付引当金

　　　　当拠点区分は、期末在籍者に係る掛金累計額を退職給付引当資産に計上すると共に、同額を退職給

　　　付引当金に計上している。

（５）国庫補助金等特別積立金の設定と取崩について

　　　　当拠点区分において、「社会福祉法人会計基準」（平成28年 3月31日厚生労働省令第79号、最終改

　　　正令和３年11月12日厚生労働省令第176号、以下「会計基準省令」という。）に基づき、施設・設備

　　　整備に対して国庫補助金等の交付を受けている場合には、当該資産部分に相当する金額を国庫補助金

　　　等特別積立金として純資産の部に計上し、当該資産部分の費用化に伴い、取崩を実施している。

（６）消費税の取扱い

　　　　当拠点区分は、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。

２．重要な会計方針の変更

　該当する事項はない。

３．採用する退職給付制度

　当拠点区分は、職員(注)の退職金の支給に備えるため、「大阪社会福祉事業従事者共済会」の定款第４条

第１号に基づき運営する退職共済制度に加入している。

　また、平成18年 3月31日以前から在籍する者については「福祉医療機構」が運営する社会福祉施設職員等

退職手当共済法に基づく退職手当共済制度に加入している。

　　　(注)就業規則第3条第1項第1号に定める「常勤職員」

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりである。

（１）ケアセンターNishiki拠点区分計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第

　　　四様式)

（２）拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))

　　ア．Nishiki短期入所生活介護

　　イ．Nishiki通所介護

　　ウ．Nishiki居宅介護支援

　　エ．サービス付き高齢者向け住宅事業

（３）「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」（平成28年 3月

　　　31日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長通知、雇児発0331第15号・社援

　　　発0331第39号・老発0331第45号、最終改正令和３年11月12日子発1112第１号・社援発1112第３号・老

　　　発1112第１号、以下「運用上の取扱い通知」という。）26(2)ウの規定に基づき、拠点区分資金収支

　　　明細書(別紙３(⑩))の作成は省略している。
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５．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 216,300,000 0 0 216,300,000

建物 881,924,122 0 58,367,534 823,556,588

         合  計 1,098,224,122 0 58,367,534 1,039,856,588

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当する事項はない。

７．担保に供している資産

　担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（基本財産） 216,300,000円

建物（基本財産） 823,556,588円

                             計 1,039,856,588円

　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 711,767,583円

                             計 711,767,583円

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,320,284,901 496,728,313 823,556,588

構築物 36,011,126 22,023,380 13,987,746

車輌運搬具 9,104,954 9,082,238 22,716

器具及び備品 172,130,591 162,462,574 9,668,017

         合  計 1,537,531,572 690,296,505 847,235,067

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 21,256,267 0 21,256,267

未収金 65,950 0 65,950

         合  計 21,322,217 0 21,322,217

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当する事項はない。

１１．重要な後発事象

　該当する事項はない。

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項
（１）前払費用の内訳

　　　　前払費用について支払資金の範囲に含まれるものと、一年基準により長期前払費用から振り替えら

　　　れたものの内訳は以下の通りである。

(単位：円)

当年度末 前年度末

支払資金の範囲に含まれる前払費用 0 28,555

長期前払費用からの振替額 1,073,996 1,096,548

　　　　　　　貸借対照表計上額 1,073,996 1,125,103


